
2 款 1 項 3 目

18 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

21,500 21,500 21,500 21,500 21,500 107,500

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

広報区長研修 千円 750 1500 0 870
広報区長・委員手当 千円 19123 19271 0 19165

項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 24,263 24,638 1,334 23,548

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 3,977 3,216 1,206 3,216
国庫支出金 0 0 0

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.50 0.40 0.15 0.40
人件費単価 7,954 8,042 8,042

3,217
合計 0 24,638 1,334 23,548

事業費
直接事業費 20,286 21,421 128 20,331
人件費 3,977 3,217 1,206

改善策の
具体的

取り組み

広報区長空席地区への区長選任についての説明を継続していく。

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

広報関連業務（市政に関する施策及びその他広報事項の普及啓発）・広聴業務（市政に対する民意のちょう
達）の増進参画と協働にかかる研修の実施（区長研修）

事業の内容

伊予市広報区長50人による協議会を設立し、各地区の問題事例等の協議を実施するとともに、市からの広報
広聴業務について、市内一円で統一した見解のもと事業等を実施している。また、市からの依頼事項について
の対応も図っている。

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

広報区長・広報委員は地元自治会役員と兼任している者が多く、任期も短いため毎年相当数の委員が入れ替
わっている。そのため規則で　定めている業務について理解を促すよう努める。

事業の対象 伊予市広報区長・広報委員

根拠法令等
伊予市広報区長及び広報委員に関する規則第１条・第５条

予算科目

総合計画での位置付け
参画と協働の郷(くに)づくり
住民自治の推進

事業の性格 内部管理事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 総務企画課 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業

508
記入者情報 所属長： 坪内 圭也 担当責任者： 泉 一人

事務事業名 広報区長会事業



3二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断するが、以下の課題を新たに追加する。

意見、課題
本来区長協議会は、市の広報・広聴行政についての各地区の課題について、区長が意見を交わす場で
あるが、現在は地区から市への要望事項に対し、個々に市が回答する場になっている。もっと区長が論
議し、協議会の総意として結論を得るような運営を考える必要がある。

課題認識

｢伊予市広報区長及び広報委員に関する規則」で定めている市が直接任務として依頼している業務に対
する認識と、地域の自治会長、役員の任務とを混同している。広報区長、広報委員のあり方や制度を再
度整理していく必要がある。また、地域での自治会構成世帯の高齢化が進み、広報区長の担い手がいな
い状況があり、各広報区の取り扱い世帯数にもばらつきがあるので、地域性を考慮しながら、広報区の統
廃合を検討する必要があると思われる。

二次評価

B成果向上の可能性 3
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率

課題認識

伊予市広報区長及び広報委員に関する規則で定めている業務に対する認識を明確にしてもらい、地域自
治会における代表者との役割を整理し適切な運用に努める必要がある。そのためには制度の見直しもふ
くめ検討していくことが考えられる。また、区長空席地域の解消にむけ、引き続き働きかけていく必要があ
る。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B

3
受益者負担の適正 3

施策への貢献度 4

市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 4

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率 3
受益者負担の適正 3

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 3

目　　標 20 20 10 0
実　　績 9 6 0 0

成果指標

成果指標
広報区長協議会定例会に各地区から持ち寄られる持ち寄り議題数

指標設定の
考え方

民意のちょう達及び行政情報の伝達が広報区長の主要業務であることから、各地区広報区長会から行政に
対しての要望等となる持ち寄り議題数を指標とした。

区分年度 26年度 27年度 28年度



3
経営者会議の最終判断

事業の方向性
下記の点を見直しの上、継続する。

意見、課題

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


